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 2021 年 9 月 29 日 

 

新型コロナウイルスに対するワクチンに関連した 

日本ワクチン学会の見解 

 

その 2 

 

ワクチン接種を実施した記録とその運用について 

 

わが国において、新型コロナウイルス（以下、SARS-CoV-2）に対するワクチン（以

下、新型コロナワクチン）の接種が進行中です。SARS-CoV-2 による感染症（以下、

COVID-19）の第 5 波と称された患者数の増加が一段落しつつある中で、その先を見据え

ての新たな議論がなされています 

今般、一部で議論になっているワクチン接種を実施した記録とその運用について、日本

ワクチン学会として見解をまとめました。 

 

1） 用語の定義 

 

以下に用語の定義を整理します。 

 

接種済証 ： 予防接種法施行規則 1)に定められた、接種を受けた日付、場所、接種した

ワクチンの情報が記録されたもので、母子健康手帳の予防接種欄への記録

がこれに該当する。予防接種を行った者が予防接種を受けた者に対して交

付するもの 1)である。新型コロナワクチンに関しては、「新型コロナウイル

スワクチン予防接種済証（臨時）」を住民票のある自治体が発行する 2)。接

種券の右側に接種済証の様式が付いており、通常は申請しなくても、接種

会場でシールの貼付と必要事項の記載により受け取ることが可能 2)。 

接種記録書： 新型コロナワクチンに関して、接種を実施した場所で受け取る、接種を受

けた日付やワクチンの情報を記載したもの 2,3)。 

接種証明書： 予防接種法に基づいて各市町村で実施された新型コロナワクチン接種の事

実を公的に証明するものとして、接種者からの申請に基づき交付するもの
4)。海外渡航時に必要な場合に、接種済証や接種記録書などの接種事実が確

認できる書類をもとに、住民票のある自治体において発行され、日本語と

英語で記載されている 2,4,5)。 

 

2） ワクチン接種を実施した書類の発行とその運用について 

 

新型コロナワクチンを接種した後、接種済証や接種記録書（便宜上、後者を代表とし
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ます）が本人に渡されています。これを提示することによって、国内旅行やイベントへの

参加、飲食店等への出入りが可能になるようなシステムの導入が取り沙汰されています。

さらには、店舗での商品購入における割引に用いられたり、特典の獲得のための条件とさ

れたりなどするほか、そうした付加価値が供わることで地域における接種率向上を目指す

動きも散見されます。 

本学会としては、接種記録書の提示のみで無条件に各種活動への参加が許可され、感

染予防や感染対策にとってむしろ妨げになるような運用を推奨はいたしません。COVID-

19 と対峙してきたここまでのわが国における経緯や社会情勢を勘案して、これまで通り

感染対策に留意した上で医学的に適正な形で理解され、運用されていくことを期待し、注

視していきたいと考えます。以下にポイントをまとめます。 

 

〇 ワクチン接種とその接種記録書の意味 

 

現在わが国で接種に用いられているファイザー社製、モデルナ社製、アストラゼネカ

社製の各ワクチンは、治験段階から高い有効率が示され 6-8）、実際に接種の広がりによっ

て高い感染防御効果、重症化防止効果が明らかになってきています 9,10）。ワクチン接種は

COVID-19 への対策としては最も有効な方法であると考えます。 

ただし、現在の規定であるそれぞれ 2 回の接種を終えていても感染する例があり、い

わゆるブレイクスルー感染として取り上げられていることは周知のとおりです。その多く

は無症状または軽症ですが、稀ながら重症化して死亡する例も見られています。また、接

種後に獲得された血中の抗体価が次第に低下していくことも指摘されています 11）。 

ワクチンの効果は、規定の回数を接種すれば 100%の確率で感染を防止できる、重症化

を阻止できるというものではありません。また、mRNA やウイルスベクターなどの新しい

技術を用いて開発・導入された新型コロナワクチンは、効果の持続性を中心に、今後も評

価・検討を継続していく必要があります。 

ワクチンの接種記録書とは、あくまで「ワクチンを規定の回数接種したこと」を記載

したものであり、SARS-CoV-2 への感染のリスクを低減することや、たとえ感染したとし

ても発症や重症化のリスクを低減することなどの可能性を示す意味合いに留まります。

COVID-19 への感染に関して、検査で陰性であることと同等ではありません。当然、現在

感染していないこと、および将来にわたって感染しないことを保証できるものではなく、

一部で用いられている「ワクチン証明書」や「ワクチン・パスポート」という表現も、誤

解を生じる危険性があるものと考えます。 

 

〇 ワクチンの接種記録書の運用 

 

ワクチンの接種記録書の運用に際しては、「感染者ではないこと」の証明ではないこ

と、さらには「提示しさえすれば何をしても構わない」というお墨付きではないことが、

まずは国民の間で広く理解され、認識が共有されることが不可欠です。 
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国民における接種率が諸外国並みに高まってきている 12）とのことではありますが、現

状、対象となる方々の中で希望者全員に接種が行き渡った状態ではありません。公的機関

による正式なワクチンの接種記録書の運用の開始は、“希望する者に十分に接種が行き渡

っていること”が条件であることは言うまでもありません。 

また、様々な理由でワクチンの接種をしない/できない、接種を受けてもわが国の国内

では接種記録書の発行が困難と考えられる、下記のような方々が想定されます。 

 

A) 医学的にワクチンを接種できない 

◇ 健康状態が整わず接種できない 

◇ 重篤な副反応により規定の回数の接種が完遂できない 

B) 制度的に接種記録書の発行が困難 

◇ 海外で新型コロナワクチンを接種した 

◇ わが国で新型コロナワクチンの治験に参加している／参加する予定 

C) その他 

◇ COVID-19 に既に感染し、ワクチン接種を希望しない 

 

ワクチン接種を済ませているか否かで、社会的に一定の区分・区別が必要な場面が生

じることは想定されます。しかしながら、そのことが差別や偏見につながることがあって

はならず、またそのための最大限の配慮が事前からなされていくべきと考えます。結果と

してワクチンの接種記録書そのものを手にすることができないかもしれない上記の方々が

取り残されることのないよう、十分な議論と準備が不可欠です。 

様々な理由によってワクチンを接種しない/できない/完遂できない方々を感染から守る

ために、接種できる方々における接種率を最大限に高めていくよう努力することは、対応

策として大きな意義があるものと考えます。 

COVID-19 に既に感染された方々については、現状ではワクチンの接種が推奨されてい

ます 13)が、ご本人が接種の選択をされない場合も想定されます。少なくとも、COVID-19

の既感染者であることを何らかの形で公的に示すことができるようにすることと、その扱

いについてワクチンの接種記録書の運用に際しては配慮するようにすることなども、事前

に十分に検討される必要があると考えます。 

ワクチンの接種記録書が何らかの効力を発揮するような用いられ方をする場合に、そ

の記載の正確性や偽造などの問題の発生が危惧されます。それらを防止するために、自治

体等の公的機関が接種に関するデータを保存・管理する万全のシステムの構築と運用が求

められます。 

 

〇 ワクチンの接種記録書の展望 

 

一般に、ワクチンを接種した記録は、母子健康手帳の予防接種欄を中心に、接種を行

った各施設独自に発行される接種記録等によって、各個人レベルでなされてきました。ま
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た、定期接種や各自治体が助成する任意接種について、予防接種法施行令に基づき、自治

体ごとに記録が少なくとも 5 年間は保存されています 14)。しかしながら、わが国として個

人のワクチンの接種記録を統一して保存するシステムはなく、転居により居住する自治体

が変わったり、災害等のやむを得ない事情で接種記録が失われたりした場合に、個人の記

録が不明となることがあります。さらに、成人においてワクチンの接種記録の確認が必要

な場合に、母子健康手帳自体が保管されておらず、目的が果たせないことも稀ではない現

状です。 

COVID-19 の流行に当たって新型コロナワクチンが注目され、今回のようにその接種記

録書や運用が議論されることを好機として、ワクチン全般に渡って公的に接種記録を保

存・管理するシステムを構築していくことを、本学会として提案いたします。また、国際

的な運用における見地から、デジタル化された記録の保存や運用のシステムの構築・導入

も喫緊の課題と考えます。個人情報保護とのバランスに細心の注意を払って議論がなされ

ていくべきことは当然ですが、マイナンバーカードへの記録保管は有力な方法の一つであ

ると思われます。マイナンバーカードと連動し、スマートフォンやパソコンでアクセスで

きる“マイナポータル 15)”は、予防接種や他の医学・福祉に関する情報を個人で管理・運

用するツールとしてすでに稼働しています。ワクチンの接種記録の電子化や利用方法の簡

便化のために活用が可能と考えます。 

COVID-19 だけが対峙すべき感染症ではありません。新型コロナワクチン以前から、医

学的・社会的に重要な多くのワクチンが広く普及して、様々な感染症から国民を守ってき

ました。ワクチン全般の接種記録を個人のみならずわが国全体の財産とすべく、議論を具

体化させることを要望します。 

 

3） ワクチン・検査パッケージについて 

 

新型コロナウイルス感染症対策分科会にて言及されたワクチン・検査パッケージ 16）に

おいては、必要な回数を終了して 2 週間以上を経過したワクチンの接種歴の確認と並ん

で、検査で陰性が証明されることが、行動制限の緩和の満たすべき一つの要件と位置付け

られる見込みです。 

 

〇 検査の考え方 

 

この場合に中心となる検査としては、ウイルス遺伝子（核酸）を特異的に増幅させ検

体中のウイルス遺伝子の有無を調べる PCR 検査が考えられます。PCR 検査は、ウイルス

の遺伝子量の比較、推移の分析も可能で、信頼性が最も高いと言えます。しかし、陰性は

あくまで制限付きの結果です。すなわち、COVID-19 は一般的に、感染して 3 日後頃から

ウイルスを排出し始め、この頃から PCR 検査で陽性になってくる可能性が増加します。

多くは感染後 5 日後頃に発症します 17）が、PCR 検査で陽性となるのは 6～7 割程度である

ことに注意する必要があります 18)。感染 8 日後（発症 3 日目）あたりで感度が最大とな
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り、8 割程度が陽性判定可能になります 18)。しかし、言い換えれば、検査を実施する上で

最も陽性率が高くなりやすいと考えられている時期の検査であっても、残る 2 割程度は感

染していても陰性になってしまうということです。検体の採取の手技によってこの精度が

さらに低下することもあります。 

より安価で手軽に検査を実施可能な抗原検査キットの場合は、一般に上述の検査精度

が PCR 検査よりも低く、より慎重な判断と対応が求められます。 

重要なことは、最も信頼性が高い PCR 検査でも限界があるということです。ある日の

検査で陰性と判定されても、ご本人が何らかの体調不良を検査数日前に認めていたり、数

日前に接触のあった方が検査陰性であったけれども発熱等の症状があったりしたなどの情

報があれば、総合的に「感染のリスク有」と考える必要があります。このような場合、行

動制限の緩和を行うべきではありません。 

 

以上。 

 

 

日本ワクチン学会 

理事長 岡田 賢司 

役 員 明地 正晃 石井  健 岩田  敏 奥野 良信 五味 康行 

 砂川 富正 園田 憲悟 髙崎 智彦 竹田  誠 田中 敏博 

 多屋 馨子 中野 貴司 中山 哲夫 長谷川 秀樹 原 めぐみ 

 宮﨑 千明 森  康子 森内 浩幸 吉川 哲史 

（五十音順） 

※各委員の利益相反は本学会のホームページに掲載します。 
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